
開発審査会付議基準 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）第３４条第１４号及び同法施行令（以下「政

令」という。）第３６条第１項第３号ホの規定に基づき、市長が開発審査会へ付議する基準又は法第４２条第１

項ただし書の規定による許可について市長があらかじめ開発審査会の意見を聞いて許可できるものを次のよう

に定める。 

 

（適用範囲） 

第１ この基準は、申請に係る開発行為又は建築物の建築を市街化調整区域で行うことが必要かつ、やむを得な

いと認められる場合に限り適用する。 

（運用原則） 

第２ 申請に係る建築物の用途は、高崎市の土地利用計画に支障をきたすものであってはならない。 

（付議基準） 

第３ 法第３４条１４号及び政令第３６条第１項第３号ホ又は法第４２条第１項ただし書の適正な判断を行う

ために、別に「判断基準」を定める。 

２ 高崎市開発審査会に付議するために、別に「提案基準」、「包括承認基準」を定める。  

 

施行期日 この基準は平成２１年４月１日から運用する。 

  



開発審査会判断基準 

 

 高崎市開発審査会付議基準第３－１に基づき、市街化調整区域で行う開発行為又は建築物の建築の取り扱いに

ついて共通した判断事項を次のとおり定め、法の適正な運用を図るものとする。 

 

（市街化の促進性） 

第１ 法第３４条第１４号及び政令第３６条第１項第３号ホに規定する「周辺における市街化を促進する恐れが

ない」とは、原則として、次の各号のいずれにも該当すると認められる場合をいう。 

(１)予定建築物が立地することにより、予定地周辺に新たな公共・公益施設の需要が誘発されないこと、又

はその恐れがないこと。 

(２)予定建築物が立地することにより、予定地周辺の現況土地利用が増進される等大きな変化をもたらさな

いこと、又はその恐れがないこと。 

（市街化区域開発の困難性又は不適当性） 

第２ 法第３４条第１４号及び政令３６条第１項第３号ホに規定する「市街化区域内において行うことが困難又

は著しく不適当」とは、原則として次の各号のいずれかに該当すると認められる場合をいう。 

(１)予定建築物の用途、規模等からみて市街化区域内に立地することが物理的に困難又は著しく不適当である

と認められること。 

(２)当該市街化調整区域に関する都市計画が決定された日（以下「線引き」という。）以前から土地を所有し

ている等との理由で新たに市街化区域内に土地を取得することが困難又は著しく不適当であると認められ

ること。 

(３)日常生活、経済活動の様態等から判断し、予定地以外に立地することが客観的に困難又は著しく不適当で

あると認められること。 

２ 前項の規定は、生活圏、経済圏、予定建築物の周辺への環境上の影響及び土地保有状況等を総合的に勘案

し判断するものとする。 

（環境との調和性） 

 第３ 法第４２条第１項ただし書に規定する「開発区域及びその周辺の地域における環境の保全上支障がな 

い」とは周辺の土地利用の状況と不調和でないと認められる場合をいう。 

（制 限） 

第４ 第１、第２及び第３の規定にかかわらず、予定地は原則として次の各号に定める区域を含まないこと。 

(１)溢水、湛水等による災害の発生の恐れのある土地の区域 

(２)優良な集団農地（おおむね２０ヘクタール以上の一団の農用地）その他長期にわたり農用地として保存す

べき土地の区域 

(３)優れた自然の風景を維持し、都市の環境を、水源を涵養し、土砂の流出を防備する等のため保全すべき土

地の区域 

(４)その他市長が必要と認める区域 

 

施行期日 この基準は平成２１年４月１日から運用する。 

 


